
令和３年度　運輸人材確保開拓支援事業　委託仕様書
１　目的
新潟県内において、人手不足に悩む運輸業界における若年層や女性等の採用を促
進するため、公益社団法人新潟県バス協会、公益社団法人新潟県トラック協会、一
般社団法人新潟県ハイヤー・タクシー協会が設置する運輸人材確保新潟県協議会
（以下「協議会」という）が、運輸業界への就職を希望する新たな求職者等の開拓
や、事業者の採用活動に対する支援等、運転手の確保に繋がる総合的な取組を行う。
２　委託業務概要
（１）新規求職者等の開拓及び運輸業界の理解促進
　・　運輸業界への就職を希望する求職者や、運輸業界に興味・関心を持つ層の増加に向け、以下の取組を行うこと。
　　①　求職者等を対象とした運輸業界セミナーの開催
　　②　協議会ホームページを活用した求職者等に対する情報発信
　　③　その他、運輸業界の理解促進・ＰＲに係る各種取組
（２）事業者の採用活動に対する支援
・　採用ノウハウの習得や雇用環境の整備に向けた事業者向けセミナー開催などを
通じ、個々の事業者における採用活動をバックアップするための取組を行うこと。

（３）その他
　・　上記のほか、運輸業への就職希望者の増加や、運転手の確保に繋がる取組に
ついて、独自に提案すること。

３　具体的業務内容
（１）新規求職者等の開拓及び運輸業界の理解促進
　①　求職者等を対象とした運輸業界セミナーの開催
　ア　概要
・　協議会がハローワーク等と連携して実施する、求職者等を対象とした運輸業
界セミナーの企画・運営を行うこと。

　　イ　実施内容
　　・　企業による各業界の紹介や、ドライバーとの座談会、車両の乗車体験等、運
輸業界への理解促進や、運輸業界に対する興味・関心を高めることに資するセ
ミナーを開催すること。
・　運輸業界への就職を目指している求職者や、他業種との比較検討を行ってい
る求職者、転職希望者のほか、運輸業界に関心のある一般の方々（潜在求職者）
等も広く対象とすること。
・　３業界合同セミナー、業界別セミナーなど、セミナーの実施形式は問わない
が、各業界の求める人材像を踏まえ、ターゲットを明確化したセミナー内容と
すること。
・　個別相談会の実施やオンラインの活用など、新型コロナウイルス感染拡大下
においても可能な限り事業継続が可能となるよう対策を講じること。

ウ　開催日時
・　概ね月１回程度の開催を目安とすること。
　　エ　開催場所
・　少なくとも新潟・長岡・上越の３地域の会場において実施すること。
・　また、上記以外の地域においても、各業界のニーズに応じて実施を検討する
　こと。

オ　準備
・　セミナー内容の企画、登壇者の調整、セミナー会場の確保等、セミナーの開
催に係る準備の一切を行うこと。ただし、必要に応じて協議会やハローワーク
と連携を図り、適宜役割分担しながら実施すること。
②　協議会ホームページを活用した求職者等に対する情報発信
ア　概要
　・　協議会が貸与するホームページに係る管理・運用業務の一切を行い、運輸業
界に係る各種情報を掲載すること。

・　ホームページの管理・運用にあたっては、アクセス件数の増加や、運輸業界
への興味・関心を高めるための対策を講じるなど、最大限活用すること。
イ　運輸業界セミナーの開催案内・開催報告
・　上記（１）①の運輸業界セミナー開催に際し、開催の案内や開催後のセミナ
　ー内容の報告等の記事を掲載すること。
ウ　運輸業界に係る情報収集・発信
・　事業者及びドライバー等のインタビュー記事や、運転免許取得支援制度をは
じめとする運輸業界に係る各種制度の紹介等、運輸業界への就職に役立つ情報
や、運輸業界への興味・関心を高めるための情報等を収集し、掲載すること。
　　エ　運輸事業者に係る求人情報の掲載
　　・　協議会の会員事業者から提供のあった求人情報を掲載し、求職者が検索条件
を指定して求人情報を閲覧できるようにするとともに、関心のある求人に対し
て直接応募できるようにするための便宜を提供すること。
・　ただし、職業安定法第４条第１項に規定する職業紹介事業に係る許可等を受
けている者については、求人情報の提供にとどまらず、自ら求職の申込みを受
け、雇用関係成立のあっせんを行うこととしても構わない。
③　その他、運輸業界の理解促進・ＰＲに係る各種取組
　ア　概要

　　・　上記（１）①の運輸業界セミナー開催に際し、若年層や女性等の多様な人材
の確保につながるよう、上記（１）②の協議会ホームページによる周知や、ハ
ローワークを通じた求職者への周知、関係機関へのチラシ配布などを通じ、幅
広い層からの集客を図るとともに、セミナーのターゲットとする層を意識し、
ターゲットに届く効果的な周知方法を活用すること。
　　・　その他、上記（１）①②以外の広報・宣伝手法も適宜活用し、本事業の周知
及び運輸業界の理解促進・ＰＲに係る取組を実施すること。
（２）事業者の採用活動に対する支援

ア　実施内容
　・　採用ノウハウの習得や雇用環境の整備など、個々の事業者における採用活動
をバックアップするための各種取組を実施する。
イ　実施方法

　・　事業者向けセミナーや個別コンサルティングなど、取組の形式は問わないが、
業界毎の特性を踏まえた効果的な内容とするため、可能な限り各業界別に開催
するとともに、会員事業者における好事例の横展開を意識すること。

ウ　準備
・　企画、登壇者の調整、会場の確保等、施策の実施に係る準備の一切を行うこ
と。ただし、必要に応じて協議会やハローワークと連携を図り、適宜役割分担
しながら実施すること。
４　費用負担
　　本業務における職業紹介により求職者及び求人企業・団体等に対して、一切の報
酬や経費を求めないものとする。
５　実施体制
　　受託者は、新潟県内に事務所を設置するほか、業務を迅速かつ円滑に履行するた
めに必要な人材を配置する等、実施体制を整えること。

６　契約期間
業務の委託期間は、令和３年４月１日から令和４年３月31日までとする。ただ
し、双方の同意がある場合に限り、本契約と同一条件で１年間延長することができ
る。
７　情報管理等
　　業務実施上で得られた個人情報等は、協議会の許可なく一切他に公表もしくは使
用してはならない。
８　報告書の提出

（１）月次報告書
・　業務の記録（セミナー開催件数・場所・参加者数、協議会ＨＰ閲覧数、事業の
周知・情報発信に係る取組の状況など、運転手の確保に繋がる取組の実績）
（２）年次報告書

・　月次報告を合わせたもの及び年間を通じての成果等

（３）提出期限
①　月次報告書

当月分を翌月10日までに提出。ただし、３月分は令和４年３月31日までに
　　　提出すること。
②　年次報告書
令和４年３月31日までに提出すること。
９　その他
（１）協議会との連絡調整
・　セミナーの開催に係る登壇者の調整、ホームページに掲載する記事の作成等、
協議会と十分協議を行いながら業務を進めること。

（２）ハローワークとの連絡調整
・　セミナーの開催に係る会場提供、ハローワーク利用者へのセミナー周知等、ハ
ローワークと連携を図りながら事業を実施すること。ただし、本事業全体に係る
ハローワーク（労働局）への協力依頼は県から行うこととする。

（３）その他
　・　業務の執行段階において協議の上、仕様書の内容を変更することがある。
　・　仕様書に記載のない事項については、その都度協議する。
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